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デロイト トーマツ税理士法人 

2021 年 6 月 1 日号（6 月 7 日更新） 

在宅勤務に係る費用負担等に関する留意点 

～国税庁 FAQ 最新版確認～ 

1. はじめに

国税庁は令和 3 年 1 月に「在宅勤務に係る費用負担等に関する FAQ（源泉所得税関係）」（以下「本 FAQ」）を公

開し、その後内容の追加を行っている。新型コロナウイルスの感染症拡大防止のため、在宅勤務の重要性が叫ばれる中、そ

の必要費用を企業が負担した場合の課税関係を整理したものとして注目される。 

基本的に、企業が従業員に在宅勤務手当（従業員が在宅勤務に通常必要な費用として使用しなかった場合でも、その金

銭を企業に返還する必要がないもの）を支給した場合には、従業員に対する給与として課税する必要があるが、在宅勤務

に通常必要な費用について、その費用の実費相当額を精算する方法により、企業が従業員に対して支給する一定の金銭に

ついては、従業員に対する給与として課税する必要はない（問 1）。 

本 FAQ では、在宅勤務に必要な事務用品等の貸与費用の支給を行う場合の基本的な考え方や精算方法、計算方法に

ついて、具体的な解説が行われている。本ニュースレターでは、その主要な内容を解説する。 

2. 事務用品等を購入し従業員へ貸与する場合

(1) 事務用品等を購入し従業員へ貸与する場合の基本的な考え方

企業が所有する事務用品等を従業員に貸与する場合には、従業員に対する給与として課税する必要はないが、企業が従

業員に事務用品等を支給した場合（事務用品等の所有権が従業員に移転する場合）には、従業員に対する現物給与と

して課税する必要がある（問 2）。 

本 FAQ においては、上記「貸与」については、例えば、企業が従業員に専ら業務に使用する目的で事務用品等を「支給」と

いう形で配付し、その配付を受けた事務用品等を従業員が自由に処分できず、業務に使用しなくなったときは返却を要する

場合も、「貸与」とみて差し支えない旨が解説されている（問 2）。 

また、企業が従業員に在宅勤務に係る環境整備に関する物品等（従業員の自宅に設置する間仕切り、カーテン、椅子、

机、空気清浄機等）を貸与する場合についても同様に、上記取扱いが適用される旨、例示されている（問 3（令和 3 年 5

月 31 日追加））。 

Executive Summary 

◼ 「在宅勤務に係る費用負担等に関する FAQ（源泉所得税関係）」（令和 3 年 1 月（令和 3 年 5 月 31

日更新））が国税庁から公表されている

◼ 在宅勤務に通常必要な費用について、その費用の実費相当額を精算する方法により、企業が従業員に対して

支給する一定の金銭については、従業員に対する給与として課税する必要はない

◼ 事務用品等を購入し従業員へ貸与する場合、通信費・電気料金の業務使用部分を支給する場合、レンタル

オフィス代を支給する場合、食券の支給を行う場合について、それぞれの精算方法や計算方法についての解説

が行われている

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/pdf/0020012-080.pdf
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(2) 精算方法 

企業が事務用品や環境整備に関する物品等を購入し、従業員へ貸与する場合に、従業員に対する給与として課税されな

い精算方法として、以下の方法が例示されている(（問 5①)）。 

◼ 企業が従業員に対して、在宅勤務に通常必要な費用として金銭を仮払いした後、従業員が業務のために使用する事務

用品等を購入し、その領収証等を企業に提出してその購入費用を精算（仮払金額が購入費用を超過する場合には、

その超過部分を企業に返還する方法 

◼ 従業員が業務のために使用する事務用品等を立替払いにより購入した後、その購入に係る領収証等を企業に提出して

その購入費用を精算（購入費用を企業から受領）する方法 

なお、企業が従業員に対し仮払いをする場合に、そのうち購入費用を超過した部分を従業員が企業に返還しなかったとして

も、その購入費用については従業員に対する給与として課税する必要はないが、その超過部分は従業員に対する給与として

課税する必要がある旨が付記されている。 

3. 在宅勤務に係る消耗品等の購入費用の支給（令和 3 年 5月 31日追加） 

在宅勤務のために通常必要な費用（例えば、勤務時に使用する通常必要なマスク等の消耗品費）について、その費用を

精算する方法又は直接配付する等により、企業が従業員に対して支給する一定の金銭については、従業員に対する給与と

して課税する必要はない（問 4）。 

ただし、在宅勤務のために通常必要な費用以外の費用（例えば、勤務とは関係なく使用するマスク等の消耗品費）や、従

業員の家族など従業員以外の者を対象に支給するもの、予め支給した金銭について業務のために通常必要な費用として使

用しなかった場合でもその金銭を企業に返還する必要がないものは、従業員に対する給与として課税する必要がある旨が解

説されており、注意が必要である（問 4）。 

4. 通信費・電気料金 

(1) 業務使用部分の計算方法 

通信費・電気料金については、業務のために使用した部分の合理的な計算方法として、以下が示されている（問 6～問

8）。 

① 電話料金（問 6） 

通話料 

通話料については、通話明細書等により業務のための通話に係る料金が確認でき、その金額を企業が従業員に支給する場

合には、従業員に対する給与として課税する必要はない。 

なお、業務のための通話を頻繁に行う業務に従事する従業員については、通話明細書等による業務のための通話に係る料

金に代えて、例えば、次の【算式】により算出したものを、業務のための通話に係る料金として差し支えない。 

（注）業務のための通話を頻繁に行う業務とは、例えば、営業担当や出張サポート担当など、顧客や取引先等と電話で連絡を取り合う機

会が多い業務として企業が認めるものをいう。 

基本使用料 

基本使用料などについては、業務のために使用した部分を合理的に計算する必要がある。 

例えば、次の【算式】により算出したものを企業が従業員に支給する場合には、従業員に対する給与として課税しなくて差し

支えない。 

 

(注) 算式中の 
1

2
 は、1 日の内、平均睡眠時間 8 時間を除いた時間の全てにおいて、均等に基本使用料や通信料が生じていると仮定し、

法定労働時間 8 時間に相当する部分を求めているとのことである。 

② インターネット接続に係る通信料（問 6） 

基本使用料やデータ通信料などについては、業務のために使用した部分を合理的に計算する必要がある。 

業務のために使用

した基本使用料や

通信料等

従業員が負担した
1カ月の基本使用

料や通信料等

その従業員の1カ月の在宅勤務日数

該当月の日数
＝ × ×

2
1

【算式】

（注）
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例えば、上記【算式】により算出したものを企業が従業員に支給する場合には、従業員に対する給与として課税しなくて差し

支えない。 

なお、従業員本人が所有するスマートフォンの本体の購入代金や業務のために使用したと認められないオプション代等（本体

の補償料や音楽・動画などのサブスクリプションの利用料等）を企業が負担した場合には、その負担した金額は従業員に対

する給与として課税する必要がある。 

③ 電気料金（問 8） 

電気料金についても、基本料金や電気使用料については、業務のために使用した部分を合理的に計算する必要があるが、

例えば、次の【算式】により算出したものを従業員に支給した場合には、従業員に対する給与として課税しなくて差し支えない

こととされている。 

 

算式中の 
1 

2
 の意味するところは、①におけるのと同じである。 

なお、上記の算式によらずに、より精緻な方法で算出している場合も認められることとされている。 

(2) 精算方法 

通信費・電気料金について、従業員に対する給与として課税されない精算方法として以下が例示されている（問 5②）。 

◼ 企業が従業員に対して、在宅勤務に通常必要な費用として金銭を仮払いした後、従業員が家事部分を含めて負担し

た通信費や電気料金について、業務のために使用した部分を合理的に計算し、その計算した金額を企業に報告してそ

の精算をする（仮払金額が業務に使用した部分の金額を超過する場合、その超過部分を企業に返還する）方法 

◼ 従業員が家事部分を含めて負担した通信費や電気料金について、業務のために使用した部分を合理的に計算し、そ

の計算した金額を企業に報告してその精算をする（業務のために使用した部分の金額を受領する）方法 

なお、こちらについても、企業が従業員に対し仮払いをする場合に、そのうち業務に使用した部分の金額を超過した部分を従

業員が企業に返還しなかったとしても、その業務に使用した部分の金額については従業員に対する給与として課税する必要

はないが、その超過部分は従業員に対する給与として課税する必要がある旨が付記されている。 

5. レンタルオフィス 

従業員の自宅近くのレンタルオフィス等を利用した場合についても、在宅勤務に通常必要な費用としてその代金が精算されて

いる場合には、従業員に対する給与として課税する必要がない旨が説明されている（問 9）。 

6. 在宅勤務者に対する食券の支給（令和 3 年 4 月 30 日追加） 

(1) 基本的な考え方 

従来より、企業が従業員に対して食事を支給する場合には、一定の要件を満たす場合には、給与等として課税しなくて差し

支えないこととされている（所得税基本通達 36-38 の 2）。 

 

ここで「食事の支給」とは、企業が従業員に対して、契約業者から購入した弁当を提供することや、社員食堂で食事を提供す

ること等をいう。一方、「食費の補助」（現金支給）については、給与とみなされ、所得税の課税対象になる。 

在宅勤務者に食券を支給する場合についても、食事そのものを支給した場合と同視できる場合には、上記の所得税基本通

達 36-38 の 2 の取扱いに従う旨が解説されている（問 10・問 11）。 

 

 

所得税基本通達 36-38 の 2（食事の支給による経済的利益はないものとする場合）  

使用者が役員又は使用人に対し支給した食事(36-24 の食事を除く。)につき当該役員又は使用人から実際に徴収し

ている対価の額が、36-38 により評価した当該食事の価額の 50%相当額以上である場合には、当該役員又は使用

人が食事の支給により受ける経済的利益はないものとする。ただし、当該食事の価額からその実際に徴収している対価

の額を控除した残額が月額 3,500 円を超えるときは、この限りでない。 

 

業務のために使用
した基本料金や

電気使用料

従業員が負担した
1カ月の基本料金

や電気使用料

業務のために

使用した部屋

の床面積

自宅の床面積

＝ × ×
2
1

【算式】
その従業員の

1カ月の在宅

勤務日数

該当月の日数

×
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すなわち、以下の要件を満たす場合ということになる。 

◼ 食事そのものを支給した場合と同視できること 

◼ 当該食事の価額の 50％相当額以上を従業員が負担すること 

◼ 消費税等の額を除いた企業の負担額が月額 3,500 円以下であること 

(2) 「食事そのものを支給した場合と同視できる」場合とは 

上記所得税基本通達 36-38 の 2 の取扱いは日々の昼食等に対する補助を目的とするものであるため、食券の未使用分を

繰り越して一度に多額の食事をする場合には同取扱いの趣旨に反するものと考えられる。 

そのため、「食事そのものを支給した場合と同視できる」場合と認められるためには、以下のような要件が必要になると解説さ

れている（問 10・問 11）。 

◼ 1 回の食券の利用について、一般的な昼食等としての相当額の範囲を逸脱しない限度額を設定する 

◼ 食券の利用可能期間を設定する 

(3) 企業の負担額が月額 3,500 円を超える場合 

また、消費税等の額を除いた企業の負担額が月額 3,500 円を超えた場合には、その月中の負担額の全額について、従業

員に対する給与として課税する必要がある旨、付記されている（問 11）。食券と共に食券以外の昼食の補助を行う場合に

は、その総額で判定する必要がある。 

（東京事務所 飯塚 信吾、大野 久子） 
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過去のニュースレター 

過去に発行されたニュースレターは、下記のウェブサイトをご覧ください。 

www.deloitte.com/jp/tax/nl/japan 
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